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会社概要 経営理念

人間的教育の実践

日本一の私塾

勇気・品性・誠実

①コミュニケーション
②怒らずほめる
③明るく元気に

学究社グループ経営理念
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会社概要 当社ブランド一覧
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小学１～３年生 小学４～６年生 中学生 高校生 高卒生 大学生、社会人

集

団

個

別

中高大受験指導
172

校

７

校

最難関中高受験指導

４

校芸大・美大受験指導

16

校

看護医療系受験指導

個別指導
35

校

オンライン
家庭教師

オンライン
個別指導

幅広い年齢層に対応した、生徒・保護者様からのさまざまなニーズにこたえるブランド構築

※校舎数は2021年９月30日現在

オンライン
授業専門



会社概要 の特長
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◆合格実績No.1のenaだからこそ実現できる正確な合格判定

◆都立中11校＋東京学芸大附属中・東大附属中のうち、

報告書点も加味して合格判定を行う都内最大規模の模試

◆対象を都立共通問題校・都立自校作成校それぞれに分け、

志望高校に応じた本番さながらの模試

他にはない本格的な合判模試
都 立 中 合 判 ・ 都 立 高 合 判

e n a オ リ ジ ナ ル 教 材
P E R S P E C T I V E

◆単元学習と入試対策が
同時に行える独自教材

復習ノート

学力の定着と記述力の養成

enaワーク

教科書改訂にも完全対応した
定期テスト対策教材で内申点を確保



決算概要

決算概要
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決算概要 損益計算書（連結）
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2021年3月期

２Q累計

金額 金額 売上比 増減額 増減率

売上高 5,590 6,142 100.0% 551 9.9%

営業利益 977 1,204 19.6% 226 23.2%

経常利益 877 1,249 20.3% 372 42.4%

親会社株式に帰属する

四半期純利益
504 760 12.4% 255 50.6%

2022年3月期

２Q累計
前年同四半期比

（単位：百万円、％）

２０２２年３月期第２四半期 損益計算書 決算ハイライト

売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益の全ての項目にお

いて、第２四半期累計期間における過去最高益を更新。



決算概要 2022年3月期第2四半期
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＋5.51億円

＋7.6% 売上高成長率

連結売上高（百万円）と売上高成長率（%）

・前年から導入した「ダブル学習システム」を継続して実施する

など、コロナ禍での対応が生徒・保護者様からの支持に繋がる。

→前年同四半期と比較して全ての部門において生徒数が増加。

・夏期講習開講前までに希望する職員のコロナワクチン職域接種

を完了。

→例年通り夏期合宿を実施し、計画を上回る実績を達成。



決算概要 2022年3月期第2四半期
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連結営業利益（百万円）と営業利益率（%）

増益
766

726
808

977

1,204
15.1%

13.9%
14.8%

17.5%

19.6%

0.0%
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20.0%

500

1,000

1,500

2017/9 2018/9 2019/9 2020/9 2021/9

＋2.26億円

＋2.1% 営業利益率

・生徒数増加による売上高の増加。

・生徒数の増加等に伴う変動費（教材費、合宿運営費等）の増加。

・コロナ禍での家賃の減額交渉や人件費の適正化等の各種経費削減

策の反動。

・利益率向上のためのコスト管理の徹底。
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決算概要 売上高及び経常利益の分析

金額 業界平均※ 金額 業界平均※ 増減額 増減率

5,590 6,910 6,142 8,397 551 9.9%

教育事業 5,352 - 5,876 - 523 9.8%

不動産事業 49 - 46 - -3 ▲7.4%

その他及び調整 188 - 220 - 31 16.9%

877 ▲159 1,249 136 372 42.4%

15.7% ▲2.9% 20.3% 0.5% 4.6% -経常利益率

2021年3月期

2Q累計

2022年3月期

2Q累計
前年同四半期比

売上高

経常利益

（単位：百万円、％）

※業界平均（私塾業界上場会社各社の開示書類より当社作成）

・前年同四半期と比較して、全ての部門において生徒数が増加したこと及び夏期講習売上が伸長したことにより、教育事業の売上高が増加

・教育事業の売上高増加及び持分法適用関連会社である株式会社市進ホールディングスの決算の影響により、経常利益が増加

・業界平均に比して売上高は下回っているものの、経常利益及び経常利益率においては、業界平均値を大幅に上回っている状況が継続

→経常利益率は業界No.1を達成 ※2月、3月決算企業13社における比較



決算概要 貸借対照表（連結）
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（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 増減額

流動資産 2,384 24.6% 1,653 17.8% -730

固定資産 7,316 75.4% 7,613 82.2% 297

資産合計 9,700 100.0% 9,267 100.0% -433

流動負債 2,769 28.6% 2,721 37.6% -47

固定負債 2,777 28.6% 1,943 17.2% -833

負債合計 5,546 57.2% 4,664 54.8% -881

純資産合計 4,154 42.8% 4,602 45.2% 448

負債・純資産合計 9,700 100.0% 9,267 100.0% -433

主な増減要因

配当金の支払い

親会社株主に帰属する四半期純利益の計上

前受金の増加

その他流動負債の減少

長期借入金の減少

現金及び預金の減少

建物及び構築物の増加

その他有形固定資産の減少

2021年３月期末 2022年３月期　２Q末

２０２２年３月期第２四半期 貸借対照表 決算ハイライト



今期の戦略

今期の戦略
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今期の戦略 業績予想（連結）

２Q累計 通期
2Q累計

（実績）
前年同四半期比 通期 前年同期比

売上高 5,590 11,289 6,142 9.9% 12,200 8.1%

営業利益 977 1,861 1,204 23.2% 2,250 20.9%

経常利益 877 1,786 1,249 42.4% 2,300 28.8%

親会社株主

に帰属する純利益
504 1,108 760 50.6% 1,500 35.3%

１株当たり

純利益
45.60円 100.57円 69.33円 136.76円

売上高

営業利益率
17.5% 16.5% 19.6% 18.4%

2021年３月期 実績 2022年3月期  予想

（単位：百万円、％）

※新型コロナウイルス感染症の再拡大も懸念されておりますが、本連結業績予想は、当社グループの教育サービスが
継続的に提供できることを前提に作成しております。



今期の戦略 2022年3月期業績予想
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増収見込

＋9.10億円

＋4.7% 売上高成長率

3.8%
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8.1%
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３月期

2021年

３月期

2022年

３月期

連結売上高（百万円）と売上高成長率（%）

見込

12,200
10,304 10,568 10,920      11,289

・対面授業と映像授業によるダブル学習システムの継続及び拡大。

・各種合宿や冬期講習会等により足元の状況が継続。

■：１Q～２Q
■：３Q～４Q
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今期の戦略 2022年3月期業績予想
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増益見込
見込

＋3.88億円

＋1.9% 営業利益率

2,250

1,579 1,293 1,486       1,861

・下半期も足元の状況が継続することによる売上高の増加。

・生徒数の増加等に伴う変動費（教材費、合宿運営費等）の増加。

・映像授業やオンライン化対応を積極的に進めることによる利益率

の向上。

・適切なコスト管理を通じた間接費の削減。

■：１Q～２Q
■：３Q～４Q

連結営業利益（百万円）と営業利益率（%）
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今期の戦略 当社の強み

偏差値

私

立

都

立

学究社
他塾

１．「都立中高一貫校、都立難関高校」の対策塾として不動の地位を確立

• 他塾では、依然として私立中高一貫校、名門私立大学付属

中高対策を市場とする中、当社は都立中高受験の市場をい

ち早く開拓し、この市場での不動の地位を築いている。

２．都立中高一貫校受検、都立難関校受験
における高い合格実績

• 都立中高受検では毎年抜群の合格実績を誇るとともに

都立難関校受験においても当社の強みを発揮。

３．映像・オンライン化の積極的な推進

• コロナ禍を機に従来より進めてきた映像授業やオンライン化対応

等を加速。オフラインでのニーズへの対応や届かなかったマーケットへリーチ。

４．資産の有効活用

• 自社保有不動産の有効活用により、安定した収益を確保。
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今期の戦略 合格実績【都立中高一貫校】

※1 10時間以上の指導実績のある生徒のみを合格実績にカウントしております。

※2 No.1の表記は、各大手塾ホームページの合格者数から判断しております。

合格者数 募集定員 占有率
No.1 都立立川国際中 113名 160名 71%
No.1 都立武蔵高附属中 112名 160名 70%
No.1 都立三鷹中 101名 160名 63%
No.1 都立富士高附属中 92名 160名 58%
No.1 都立南多摩中 86名 160名 54%
No.1 都立大泉高附属中 81名 120名 68%
No.1 都立白鷗高附属中 73名 160名 46%
No.1 都立小石川中 71名 160名 44%
No.1 都立桜修館中 68名 160名 43%
No.1 区立九段中等 66名 160名 41%
No.1 都立両国高附属中 64名 120名 53%

合計 927名 1,680名 55%
（前年度） 823名 1,600名 51%

史上最高合格者数を大幅更新

＆一般定員合計数に対する合格占有率の過半数を達成

都立中高一貫校 合格占有率
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今期の戦略 合格実績【都立難関高校】

合格者数
No.3 都立日比谷高 41名
No.3 都立西高 44名
No.1 都立国立高 61名
No.2 都立戸山高 44名
No.2 都立青山高 36名
No.1 都立立川高 70名
No.1 都立八王子東高 61名
No.2 都立新宿高 41名
No.1 都立国分寺高 49名
No.2 都立国際高 18名
No.2 都立駒場高 27名
No.2 都立小松川高 24名
No.4 都立小山台高 16名
No.3 都立町田高 15名

※1 10時間以上の指導実績のある生徒のみを合格実績にカウントしております。

※2 No.1、 No.2などの表記は、各大手塾ホームページの合格者数から判断しております。合格者数が同数の場合もあります。

都立難関高校（進学指導重点校・進学指導特別推進校）

進学指導重点校
合 計

３５７名

進学指導特別推進校
合 計

１９０名

No.1

No.2
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今期の戦略 合格実績【看護医療系大学】

合格者数

東京医科歯科大 6名

防衛医科大学校 14名

国立看護大学校 17名

東京都立大 8名

埼玉県立大 33名

千葉県立保健医療大 31名

神奈川県立保健福祉大 12名

合格者数

慶應義塾大 9名

上智大 7名

聖路加国際大 37名

東京慈恵会医科大 13名

日本赤十字看護大 83名

国公立難関大学

私立最難関５大学

国公立大学
合 計

１３０名

私立最難関５大学
合 計

１４９名

（前年度 １１９名）

（前年度 １１１名）
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今期の戦略 合格実績【芸術大学・美術大学】

合格者数 現役合格

油画専攻 8名 2名

彫刻科 5名 1名

先端技術表現科 6名 3名

建築科 1名 1名

日本画専攻 1名 -

工芸科 1名 -

デザイン科 1名 -

東京芸術大学

合格者数

316名 No.1 210名

現役合格
多摩美術大学

武蔵野美術大学

※ 2020年度在籍者・講習会生 一般/共通テスト利用/総合型/推薦型/留学生/帰国生 合格者・補欠者累計

芸大・美大
合 計

９７３名
（現役合格）
６８４名

現役合格者数 No.1

合格者数

324名 No.1 253名

現役合格

10年連続現役合格総数No.1
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今期の戦略 事業環境と当社の基本戦略

1．少子化による教育関連市場の縮小

教育関連業界全体では少子化の影響で市場規模の縮小傾向が続いている。

しかしながら、東京都内及び近郊エリアに限ってみれば、人口流入により学齢人口の増加傾

向が継続している。

2．コロナ禍による教育費支出への影響

コロナ禍による経済活動の停滞は各世帯の収入にも大きく影響し、その影響は受験にも及ん

でいる。経済的理由により、近年増加傾向であった都立中高一貫校及び都立難関高校の

人気がますます高まることが予想される。

当社の強みを生かし、都立中高一貫校・都立難関高校入試への対策を強化し合格

実績シェアをさらに高めることで「ena」のブランドイメージを向上させていく。



川口市

足立区

葛飾区

練馬区 北区

：未出校

：1～5校舎

大田区 ：6～10校舎

：11校舎以上

墨田区

江東区

江戸川区

中央区

品川区

台東区

荒川区

文京区

新宿区

世田谷区

港区

千代田区

目黒区

板橋区

杉並区

渋谷区

中野区

豊島区
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今期の戦略 具体的施策１新規校舎展開

※開校数及び開校時期は、不動産市況・物件状況・経営環境によって変更される場合があります。

【現在の開校状況及び直近の開校校舎】

ena南阿佐ヶ谷

ena北綾瀬

ena青物横丁

ena川口

ena新セミ川口

東京東部及び北部（東京23区）を重点地域と定めた出校。

ena最高水準
門前仲町
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今期の戦略 具体的施策１新規校舎展開

奥多摩町

瑞穂町

東大和市

立川市 西東京市

小金井市

日野市 府中市

：未出校

：1～5校舎

：6～10校舎

：11校舎以上

東久留米市

清瀬市

東村山市

武蔵村山市
羽村市

青梅市

日の出町

檜原村

八王子市

町田市

国立市

多摩市

国分寺市

小平市

狛江市

調布市

三鷹市

武蔵野市

あきる野市

福生市

昭島市

稲城市

【（参考）東京23区外における現在の開校状況及び直近の開校校舎】

ena最高水準
八王子

※開校数及び開校時期は、不動産市況・物件状況・経営環境によって変更される場合があります。

ena南町田
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今期の戦略 具体的施策１新規校舎展開

開校計画

ブランド
2020年3月期
（実績）

2021年3月期
（実績）

2022年3月期
（計画）

ena
（「最高水準」含）

9校 6校 3校

個別ena 2校 ― ―

ena新セミ ― 1校 1校

ena新美 ― ― ―

計 11校 7校 4校

※1 上記の校舎数には業態変更による開校が含まれております。
※2 開校ブランド、開校数及び開校時期は、不動産市況・物件状況・経営環境によって変更される場合があります。

ドミナントエリアである東京都全域を中心に新規校舎展開を積極的に進めるとともに不
採算校舎の閉校を予定。
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今期の戦略 具体的施策２～３

２．オンライン・映像を活用した新たな形態の授業の展開

小中学生部門での「ダブル学習システム」、オンライン授業専門の「enaオンラインクラス」、

個別指導部門でのオンライン家庭教師「家庭教師Camp」、オンライン個別指導「個別

教師Camp」、看護医療系部門での「ena新セミオンラインコース」等、各部門でオンライ

ンや映像を活用した新たな形態の授業を展開。

３．広報・宣伝活動

広報誌「GAKU」による定期的な情報発信、新聞折込チラシによる宣

伝展開に加え、ホームページやYouTubeなどウェブを活用したPRのほ

か、校舎にデジタルサイネージを設置するなど、各種媒体を幅広く活用

した広報・宣伝活動を実施。
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今期の戦略 具体的施策４～５

４．自社保有不動産の有効活用

自社施設である清里・富士山合宿場(1号館・2号館)の３合宿場体制で1,000名が収容可能となっている。

2021年夏も新型コロナウイルス感染防止対策を徹底し例年通り実施した。

この他、TOKIO久米川タワー、TOKIO国立タワー（2021年8月竣工）等、自社不動産を有効活用し安

定した収益源を確保する。

５． 校舎の統廃合

引き続き不採算校舎の閉校を予定。大規模校舎での個別校舎と集団校舎の統合により、経費削減・適正

規模化を図る。

[富士山合宿場２号館] [TOKIO国立タワー][TOKIO久米川タワー][富士山合宿場１号館]
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今期の戦略 株主還元

60円 60円 60円

65円

75円

65.9%

78.4%

71.3%

64.6%

54.8%

91円00銭 76円54銭 84円10銭 100円57銭 136円76銭

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期

年間配当金

配当性向(連結)

利益配分の基本方針

長期にわたる安定基盤の確立に努めるとともに、株主の皆様への業績に対応した成果の配分を行い、

利益還元を強化してまいります。

2022年３月期の１株当たりの年間配当金につきましては、前期の65円から10円増配し、１株当た

り75円とさせていただく予定です。

１株当たり
当期純利益

決算期

予想
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参考資料：校舎・授業風景

[校舎外観] [校舎内の様子]

[授業風景] [映像授業の活用]
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参考資料：合宿場

清里合宿場・富士山合宿場では、週末合宿、夏期合宿、正月合宿等、

短期間で飛躍的な学習効果をもたらす合宿特訓を実施しております。
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免責事項

本資料に掲載されている株式会社学究社の現在の計画、見通し、戦略等のうち、過去の事実で

ないものは、将来に関する見通しであり、リスクや不確実な要因を含んでおります。

これらの情報は、現在入手可能な情報から株式会社学究社の経営者の判断に基づいて作成さ

れております。

実際の業績は、さまざまな重要な要素により、業績見通しとは大きく異なる結果となりうるため、業

績見通しのみに全面的に依拠されることは控えるようお願い致します。

また、本資料は、投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する決定は、利用者ご自身

のご判断において行われるようお願い申し上げます。

ＩＲお問い合わせ

管理本部ＩＲ担当

ＴＥＬ ： ０３－６３００－５３１１

Ｅ－ｍａｉｌ ： ir@ena.co.jp


